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状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

事
業
費
の
実
績

計（Ａ＋Ｂ） 千円 900 883

0.13この事業にかかる職員数 人/年 0.13 0.13

人件費（Ｂ） 千円 900 883

一般財源 千円 0 0 0

その他 千円 0 0

国庫支出金 千円 0

道支出金 千円 0

起　債 千円 0

0 0

0 0

0 0

0

883

直接事業費（Ａ） 千円 0 0

（評価年度決算見込） （予　算）

0

単位
21 年度 22 年度 23 年度

備　考
（決　算）

実績

実績

実績

目標 - - -

-

耐震化された建築物／不特定多数の人が集まる市の施設・建物（使用中のもの）

目標 - - -

22 年度

目標 - -

54.6実績 53.0

実績 57.0 57.0

25  年度

60.0 70.0

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度

公共施設の耐震化率 ％ 目標 57.0

22 年度 25  年度

全市耐震化率 ％ 目標 53.0 58.0 70.0

21

目
的

住宅・建築物の耐震化を推進し、地震に強いまちをつくる。

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

・耐震改修促進計画に沿って住民への耐震化の啓発及び知識の普及を行い耐震化の促進に努める。
・相談窓口等、環境整備を図る
・住宅・建築物の総合的な安全対策の推進を図る
・公共施設の優先度による耐震化の促進を図る

成
果
指
標

名　称 単　位 年度

耐震化されている家屋数／全戸数（固定資産税賦課家屋数）
※耐震化家屋数…S57以降の建築物＋S56以前の建築物×全道平均耐震化率

現
状
と
課
題

近年、全国各地で地震が頻発していることをうけ、国はH27年までに住宅・建築物の耐震化率9割達成することを目標としており、
本市でも喫緊の課題となっている。

総
合
計
画
体
系

分　野 4 都市基盤

政　策 2 災害に強いまちづくり

施　策 1 防災対策を強化します

関連施策

評価担当部署 総務部総務課 課長（主幹）名 成田利孝

実施計画事業名 耐震改修促進事業 評価対象年度 平成

整理№ 136 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度



【１次評価】

年 月 日

意
　
見

耐震改修促進事業 最終更新日 平成 23 5 6

総
合
評
価

Ｃ 見直しが急務
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

【内部評価委員会】

＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

耐震診断・耐震改修の助成制度を創設する。公共施設については、施設個々の将来的な計画を立てていく。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果 ｃ 細事業の構成

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ｂ

ｂ 細事業の進め方 ｂ

総
合
評
価

Ｃ 見直しが急務

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ｂ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要

耐震診断・耐震改修に対する助成制度を創設し、国の助成制度を活用できる体制を作る。
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

耐震診断・耐震改修には自己負担があるため、助成制度を設立し自己負担の軽減を図る必要がある。公共施設に
ついては、施設の将来的な計画を策定する必要がある。

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ｃ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

市営住宅については、全て耐震化が図られているが、民間の住宅については、これまで有感地震の発生がほとん
どなく、地震による家屋等の被害の発生もなかったことから、地域として危機感が高まりにくい状況にあること、また
景気の低迷が続く中、耐震化のための工事を行うことが難しい状況にあるものと推察される。


